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今年5月のTCFDコンソーシアム発足がきっかけとなっ

ているのか、このところ気候変動や持続可能性（サステナ

ビリティ）を巡って企業の勉強会に呼んでいただくことが

増えた。ただ、話し終わって意見交換の段になると、話者

の力不足もあって、「違和感を覚えました」という反応を少

なからず頂戴する。そうした反応には共通項も多い。

第一は、「経済活動を善と悪とに二分するのはいかがな

ものか」というご意見である。温室効果ガス多排出産業

を目の敵にしたとしても、現実にそれを必要と考える人が

おり、ビジネスが成立している。世の中に役立っていると

いう価値は、気候変動の物差しだけで測れるものではな

いという論理だ。

第二は、「危機感を煽るばかりではなく、改善や進歩こ

そ強調すべきではないか」というご意見である。「北風と

太陽」というイソップ寓話がある。北風が力いっぱい吹

いて上着を吹き飛ばそうとしても、旅人は服を脱ごうとし

なかったが、太陽がさんさんと照り始めると自分から簡単

に上着を脱いだという。目前の課題を着実に解決してき

た実績を再確認し、技術革新やイノベーションの可能性に

自信を持つべきだという考えだ。

第三は、「世の中、そんなに一気にモノやコトが変わるは

ずがない」というご意見である。変化を声高に叫ぶ人た

ちには、自分たちに少しでも有利な状況をつくりたいとす

る思惑があり、やすやすとそんな話に乗るべきではない。

自分たちも伝統的に世の中への目配りは怠らないできた。

これからも、何かに踊らされることなく、粛 と々ビジネスを

進めていけばよいという主張だ。

各々の理を否定するつもりはない。一方で、一神教的

世界観、支配する側と支配される側の相克、革命や政権

交代の歴史や経験等に裏打ちされた世界の多くの人々の

「運動の高まり」にも圧倒される。この拡大する溝にどう

橋を架けるか、その難しさに毎回、苛まれている。

（株式会社日本総合研究所　足達 英一郎）

その違和感は一体、
どこから来るのか
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トップインタビュー リーダーシップアカデミー TACL  代表 ピーター D. ピーダーセン氏

変化に強いレジリエント・カンパニーは
社会課題の解決を価値創造につなげる。

環境・サステナビリティ分野で20年以上、企業コンサルティングやビジネスリーダー育成に携わっ
てきたピーター D. ピーダーセン氏。ピーター・ドラッカー氏やアルヴィン・トフラー氏とも親交を
持ち、日本にLOHASを紹介したことでも知られるピーダーセン氏は、著書『レジリエント・カンパ
ニー』で、現代企業に必要な特性として「トリプルA」を提唱しています。成長を続ける企業に欠かせ
ない「トリプルA」や、マネジメント・イノベーションの重要性についてピーダーセン氏に伺いました。
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リーダーシップアカデミー TACL　代表  ピーター D. ピーダーセン氏

レジリエントな組織に欠かせない「トリプルA」

経営人材を育成するリーダーシップアカデミー「TACL
（タックル）」の概要を教えていただけますか。

「TACL（The Academy for Corporate Leadership）」
は、しなやかで強いレジリエントな組織体質の実現を支援
するアカデミーです。レジリエントは、英語圏で広く使われ
ている言葉で直訳すると、耐性、回復・復元力、柔軟性、
適応力等、ストレスを跳ね返す性質を意味します。私はこ
の言葉こそ、新たな時代を創造する企業に必要な要素や
能力を表していると考えており、その力を備えた企業を「レ
ジリエント・カンパニー」と呼んでいます。

レジリエントな 組 織をつくるには「 アンカリング
（Anchoring）」「アダプティブネス（Adaptiveness）」「ア
ラインメント（Alignment）」という3つのA「トリプルA」
が必要です。

1つ目の特性「アンカリング」は、日本語に訳すと錨
いかり

です。
これは組織全員の拠り所となり、社員と顧客を惹きつける
魅力のことを指しています。いつの時代も、組織には立ち
戻れる拠り所が必要です。特に、危機に直面したときの判
断基準（価値観）と、何のために存在しているか（使命）、
どこへ向かおうとしているか（展望）が不鮮明だと団結力は
生まれません。さらにいえば、この価値観、使命、展望を
実効性のあるものにするには、組織内（特に経営層と社員
の間）の信頼関係が厚く、社会から信用されることが必要
です。このアンカリングの要素がなければ、企業はまさしく
錨が外れて漂流する船のような存在と化してしまいます。

2つ目の特性が「アダプティブネス」です。私は日本語で
「自己変革力」と呼んでいますが、一言でいえば自ら変わり
続ける力のことです。危機に直面しなくてもイノベーション
が創発的に起き、学び続けられる組織であるために、自己
変革力が欠かせません。日本の大手企業への調査結果に
よると、アンカリングはできていてもアダプティブネスが低
いことが多く、ここは非常に重要な課題だと考えています。

3つ目の特性は、21世紀の組織に絶対欠かせない「アラ
インメント」の追求です。日本語では「社会性」と訳しま
すが、これは社会全体の方向性と自社の戦略・行動のベ
クトルの整合性がとれていることが重要な要素となりま
す。倫理的な行動に徹し、高いレベルの企業統治を目指
すことは必要不可欠ですが、これは土台や出発点に過ぎ
ません。多くの企業は自社の発展と環境保全やサステナ
ビリティの取組は「トレード・オフ」で乗り越えられないと
考えていますが、レジリエント・カンパニーは「トレード・
オン」を目指します。つまり、社会・環境課題の解決を目
指すことが顧客と社会に受け入れられ、長期にわたる「成
長許可」を獲得できると考えているのです。

現代は、この「トリプルA」を備えることが優れた組織
の原理原則になってきました。こうした社会背景に合わ
せ、TACLでは部長クラス等のコア人材や次期リーダー層
に「トリプルA」をベースにした研修を実施し、組織を分
析する能力の育成に取り組んでいます。組織の信頼関係
や目的を見極め、弱点や内向的な状態を改善するととも
に、時代を読める組織にし、社会的な感度を持たせるた
めのプログラムを提供しています。

多くのリーダーシップ教本でも、アンカリングや自己変革
力を重視していますが、社会性には触れられていませんね。

トム・ピーターズ氏らが出版した『エクセレント・カンパ
ニー』やジム・コリンズ氏らの『ビジョナリーカンパニー』に
は社会性に関する記載はほとんどありません。しかし、私
は現代の強い企業は間違いなく社会性を備えていると思
います。日本のセコム社は、その典型的な企業で、社員
の方々は「日本の安全と安心は、我が社が守っている」と
いう自負心を持ち、仕事に臨んでいます。グローバルな消
費財メーカーのユニリーバ社も社会性の分野で世界を
リードする企業として知られています。ユニリーバ社は、社
会性に取り組む理由として、現在の社員だけではなく将来
の社員もインスパイアするためだといっています。つまり、
パーパス・ドリブンな経営をすることは、目の前の売上だ
けではなく、将来にわたり社会から愛され、優秀な人材の
確保にもつながる企業になるということです。

かつては売上や利益の拡大を経営の中心に置くプロ
フィット・ドリブンな企業が「エクセレント」といわれまし
たが、今はパーパス・ドリブンな企業の方が社会へのイン
パクトを与えることができ、社内も活性化し、優秀な人材
を確保できます。

マネジメント・イノベーションを起こすために

レジリエントな組織をつくるために、どのような教育プロ
グラムを提供しているのですか。

揺るぎない、
生きた志に基づく
経営による
共感と連帯感の
醸成

環境の変化に俊敏に対応できる
適応力・創造力と、困難な状況に
直面したときの回復・復元力

社会・自然環境の
トレード・オフを乗り越え、
善の循環（トレード・オン）を
目指す（社会とベクトルを合わせる）

レジリエンスの
高い組織・
個人の実現

（Resilience）

アンカリング
（Anchoring ）

社会性
（Alignment）

自己変革力
（Adaptiveness）
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TACLにはMIT（Management Innovation Training）
という研修があり、自ら変革を起こすマネージャーを育成
しています。

ご存じの通り1950年代から70年代にかけて日本企業
はマネジメント・イノベーションにおいて世界トップレベル
でした。「TQM（Total Quality Management）」や「カ
イゼン」「小集団活動」等の日本発の組織マネジメントは
世界を席巻しました。しかし、80年代以降の日本企業は、
世界に通用するマネジメント・イノベーションを起こせてい
ません。

マネジメント・イノベーションを起こす手法として、私が
推奨しているのが「ライセンス・トゥ・クリエイト」、日本語
でいうと社員に「創造許可」を付与する仕組みです。これ
をリップサービスではなく、実務で機能する仕組みとして
組織に導入する方法をTACLで教えています。これを実践
することで、価値あるアイデアを生み出せる組織に生まれ
変わります。

かつて日本企業は品質改善で世界をリードしましたが、社
会性を持った人材を育てないと再浮上は難しいかもしれ
ませんね。

以前、スターバックスコーヒージャパン社の代表から伺っ
たエピソードを紹介しましょう。ある財務会議で業績の悪
化が報告されて場の雰囲気が重く沈んだそのとき、創業者
のハワード・シュルツ氏が現れ、KPIや数字について何ひ
とつ語ることなく、ホンジュラスで出会ったコーヒー農家ミ
ゲル氏の素晴らしい取組について紹介しました。そのエピ
ソードを聞いた社員は感動に目を潤ませ、モチベーション
を大幅にアップさせて「ミゲルさんのために数字を達成し
よう！」と会議の空気が一変したそうです。シュルツ氏は
組織にパーパスをインストールすることで、内なる思いを醸
成できる経営者なのです。もちろん、プロフィットがなけ
れば会社は生き残れません。しかし、現代はプロフィット・
ドリブンだけで組織の力を発揮することは難しい。数字
だけでは魂が震えないからです。

今、問われているのは、創造で貢献できる組織なのか、
パーパスを感じて仕事ができる組織なのか、この2つです。
仕事は作業ではなく、志のある「志事」でなければいけま
せん。特に、若手社員は、社会的な使命感やパーパスを
求めていますから、それがない会社には良い人材も集まり
ません。

 

社会性の対応力を高める方程式

社会性の高い企業になりたいと考える経営者は多いと思
いますが、どうすれば実現できるのでしょうか。

私が特任教授を務める大学院大学至善館では、2019年
10月にCSI（Center for Sustainability and Innovation）
を開講します。CSIでは、組織が社会課題への対応力を
上げる方程式を掲げています。その方程式に必要なのは、
まず役員レベルが社会性に対する理解度、腹落ち感、自
主性を持つことです。そこに SDGsやサステナビリティ分
野等にコミットしている社内起業家的気質を持つ若手や
中堅社員を掛け算します。さらに社会性やサステナビリ
ティは社内で完結しないので、外部との協働や共創、パー
トナーシップを掛け算します。この掛け算ができる企業
は、社会課題を解決に導き、新しい事業を生み、モチベー
ションの高い人材を惹きつけられます。

多くの企業がSDGｓやESGにコミットしていますが、価値
創造に結び付けることが難しいという声を多く聞きます。

SDGsはきれいごとではなく、2つの大切な意味を持ちま
す。まず人類は、気候変動や食糧問題、プラスチック汚染、
エネルギーの確保等の環境問題に直面していて、新しい解
を導かなければなりません。昔は、企業が社会的責任とし
て取り組んでいましたが、それでは解決できないほど問題
は複雑化し、今はさまざまなパートナーとの共創がベースに
なっています。ESG投資は、それを後押しするものです。

今、ESGは顧客市場でも選定基準になりつつあり、す
でにヨーロッパやカナダ、ニュージーランド、オーストラリ
アでは ESG関連投資が 5割前後に達しています。日本も
2017年以降、急速に伸びています。これに向けて、組織
のアラインメントを高めることが、企業をレジリエントにす
る重要なステップになります。

顧客市場は、エコカーに需要がある一方スニーカーを買
うときにエコを意識する消費者は少数です。しかし、金融
機関は、業種を問わず、環境・社会・ガバナンスの3領域
での高いパフォーマンスを求めるようになってきています。
すべての業種を網羅する金融市場のプールが「環境や社
会、ガバナンスを重視しているのか？」にフォーカスすれば、
経営者の目の色が変わると思います。

ESGやSDGsを推進する上で金融グループが果たす役割
は大きいということですね。

とても大きいです。金融機関がESG的なビジネスを企画し、
社会課題を解決して利益を生み出す情報の提供、そして仕組
みをつくることは、これまで以上に重要になるでしょう。

今、中国国内の電気自動車メーカーは100社を超え、上
海ではスクーターが電動化されました。さらに、アフリカ
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で現地の公共交通機関として電気バスを走らせる施策を
進めています。未来の声を読み取る力は日本にもあります
が、それを企画して商品化するスピードでは、中国の方が
何倍も早いのです。

世界市場は成長途上にあり、1日あたりの人口増は 22万
人とパイは拡大し続けています。しかし、いずれ人口ピー
クアウトを迎えるとゼロサムゲームになり、経済的な奪い
合いが始まります。今後 10年20年の間に、日本的なよさ
を保ちながら組織文化にメスを入れ、イノベーションが起
こる風土や仕組みをつくらなければ、世界に遅れてしまう
と危惧しています。

日本のよさを生かして世界をリードするには何が必要で
しょうか。

最大の強みは型、テンプレートです。それを武器に日本
企業は品質経営で世界市場に進出し、1950年代後半から
右に出る者がない時代を築きました。以前、私は『第 5の
競争軸』という本を書きましたが、そこではかつての「品
質経営」と同じように、「ESG経営」でも確かな哲学、フ
レームワーク・組織、そしてツール群という3点セットを揃
えて取り組むことが必須だと主張しました。現在は、そこ
にサステナビリティも入りますが、すべてを整えられれば
実行においては日本が世界一だと思います。

社会課題への対応でも日本は型をつくればイノベーショ
ンを起こせるはずです。日本には守破離という言葉があり
ます。型を習って自分のものとし、その型を破ることを繰
り返せば、答えは見つかるかもしれません。

社会の問題は機会の源泉

社会課題も型から入って解決できるでしょうか。
日本は内向きの議論が多く、組織内の宿題をこなすこと

にエネルギーを費やしていますが、社会課題の解決には
外部の情報を取り込み、外を向かなければ大粒のビジネ
スになりません。

ピーター・ドラッカー氏は『マネジメント【エッセンシャ
ル版】』で「社会の問題は機会の源泉である」と書いてい
ます。要するに、社会的イノベーションを実践した企業が、
一番大きな飛躍を遂げると予見しているのです。

時代のニーズを読むには社会の声や未来の声を外部から
取り込み、事業として企画できる能力が必要です。先ほど
パートナーシップが重要だと言ったのは、この社会的感度を
高め、次なる大きなビジネスを見つけるためです。だからこ
そ、マネジメント・イノベーションに着目しているのです。
「価値は外にあり、中にあるのはコストのみ」というド

ラッカー氏の考えもあります。要するに社内報告のための
資料をつくっても、積み上がるのはコストだけです。

パートナーと手を組み、社会との向き合い方を変革する時
期を迎えているのでしょうね。

今我々は、ひっ迫した世界に住んでいます。生活が豊か
になった半面、成功の副産物として環境問題等多くの危機
に直面しています。そして人類共通で解決すべきことの線
上には必ずビジネスが生まれます。

今の世に松下幸之助氏や本田宗一郎氏、盛田昭夫氏が
いれば、きっとSDGsをベースにしたビッグビジネスを形に
しているでしょうね。

SDGsはイノベーションの源泉といえますね。
電気がない時代のGE、生活が不便だった時代の松下電

器、ITやOSがない時代のマイクロソフト等、社会課題に取
り組んだ企業の多くがビジネスで成功を遂げてきました。

SDGsは2030年をゴールとしていますが、あくまでガイダ
ンスと考えた方がよいでしょう。日本では宿題みたいに
SDGsの課題と番号を暗記している人を見かけますが、そ
うではなく自分や企業のパーパスと社会が求めるものを
掛け算し、大粒のビジネスを見つけることにパッションを
燃やしてほしいですね。

リーダーシップアカデミー TACL　代表  ピーター D. ピーダーセン氏
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日本総合研究所創発戦略センター マネジャー　岡元 真希子
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Peter David Pedersen（ピーター D. ピーダーセン）
1967年デンマーク生まれ。コペンハーゲン大学卒業。環境・CSRコンサルティング
を手がける株式会社イースクエアを2000年に設立、約400のプロジェクトに携わ
る。2014年、TACL代表に就任。2015年、次世代リーダーのグローバルネットワー
クNELISの共同代表に就任。2019年、大学院大学至善館特任教授に就任。著書に

『レジリエント・カンパニー』、『SDGs ビジネス戦略』（編著）等がある。

組織概要
リーダーシップアカデミー TACL　株式会社トランスエージェント内
設 立 2001年
本 社 東京都目黒区碑文谷5-14-13 グレースビル2F
資 本 金 1,000万円
代 表 者 会長兼TACL代表　ピーター D. ピーダーセン
事業内容 マネジメントイノベーション支援事業、交渉力・協働力向上

支援事業、BtoB営業・マーケティング支援事業
ホームページURL：http://transagent.co.jp/service/tacl



アメリカで代替肉ハンバーガーが
大ブレイク

アメリカの国民食ともいうべきハ
ンバーガーに異変が起きている。肉
を一切使わない植物性代替肉のハ
ンバーガーが大ヒットしているのだ。
そのムーブメントを牽引しているの
は、ビル・ゲイツ氏も出資しているビ
ヨンド・ミート（アメリカ）とインポッ
シブル・フーズ（アメリカ）という２
大ベンチャー企業である。

ビヨンド・ミートを創業したイーサ
ン・ブラウン氏は、学生時代から環
境問題や持続可能な社会の実現に
興味があり、再生可能エネルギーの
会社に勤務していたが、「リチウム
バッテリーの効率を1%上げることに
必死になりながら、会議の後にス
テーキを食べる」という理不尽に我
慢がならず、「環境問題の解決には、
食からのアプローチが必要不可欠」
と考え、2009年にビヨンド・ミートを
起業。動物由来の食材を使わない

代替肉の開発に取り組んできた。
2016年 5月、エンドウ豆から抽出

した植物性タンパク質をベースに開
発したハンバーガー用パティ「ザ・ビ
ヨンド・バーガー」をホールフーズ・
マーケットで販売したところ、一気に
人気が拡大。現在では、アメリカの
国内1万 5,000店以上の食料品店で
販売され、レストランや大手ファスト
フード・チェーンにも代替肉を供給
し、世界に販路を拡大している。

なぜ、これほど爆発的なヒットを
成し遂げたのか。その理由は、牛肉
の組成を徹底的に分析・研究し、食
感や風味に加え見た目まで本物の
肉に近づけることで、一部のビーガ
ンやベジタリアンだけではなく、健康
志向や環境意識の高い消費者をも
惹きつけたからだといわれている。

販売形態も画期的だった。従来の
代替肉は、調理済みの冷凍食品やレ
トルト食品として販売されていたが、
ザ・ビヨンド・バーガーは“生肉”の
状態で販売されている。この“生肉”

は加熱すると、ジュウジュウ音を立
て、肉汁が滴り、焼き色まで付く。

「肉を焼く」調理体験まで再現した
のである。そして、世界で初めてスー
パーマーケットの「精肉売り場」に牛
肉や豚肉と並べて販売される「肉で
はない食材」となったのである。

こうした熱狂を背景にビヨンド・
ミートは、2019年 5月初旬、アメリカ
ニューヨークのナスダック市場に新
規上場。すると、株式公開価格（25
ドル）が一時的に646％高を記録し、
株式市場が騒然となった。

もう一社のインポッシブル・フーズ
も、大豆やジャガイモ、小麦由来の
タンパク質をベースとした「インポッ
シブル・バーガー」を販売。すでに
アメリカと香港で1,000店以上のレス
トランに代替肉を供給し、急速に事
業を拡大している。

こうした動きを背景に、今アメリカ
では、植物性の「代替肉」市場に参
入する企業が増えている。世界最大
手の食品会社のネスレ（スイス）も、

特集

タンパク質クライシスと
気候変動問題を

“おいしく”解消する植物性代替肉
このまま気候変動が進み、また世界人口が増え続けると、畜産は限界に達し食肉によるタンパク
質摂取は難しくなるかもしれない。なぜなら後述するように、食肉の生産には大量の穀物とそれ
を育てるための水を必要とするからだ。その解決策として、今、世界中の注目を集めているのが、
環境にもやさしく、おいしくなった植物性の代替肉だ。
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傘下の食品会社スイート・アース（ア
メリカ）が開発した代替肉のハン
バーガーを販売、加工食肉大手のタ
イソン・フーズ（アメリカ）は独自開
発の代替肉チキン風ナゲットを2019
年秋に販売すると発表。食肉大手ス
ミスフィールド・フーズ（アメリカ）も、
大豆由来の代替肉ブランド「Pure 
Farmland」を発表した。代替肉の
ソーセージやハンバーグを使用した
メニューを取り入れるレストラン、
ファストフード店も増え続けている。

独立行政法人農畜産業振興機構 
調査部によると、2017年のアメリカ
の「代替肉」分野の売上は世界最大
となった※1。

迫り来るタンパク質クライシスと
地球温暖化

今、代替肉が世界で注目されてい
る背景には、近い将来到来が予想さ
れる「タンパク質クライシス」への懸
念がある。

現在 77億人の世界人口は、2050
年には97億人に達すると予想されて
おり、今の延長にある食肉供給では
必要なタンパク質を賄えないといわ
れている。そもそもタンパク質は、筋
肉や骨、臓器、皮膚、血液等、人体
を構成する最も重要な栄養素のひと
つである。その上、人は体内でタン
パク質を生成も蓄積もできないた
め、常に外部から補給し続けないと
生命を維持できない。人が 1日に必
要なタンパク質は、おおよそ体重の

1,000分の1とされてお
り、体重 50キログラム
の人は 50グラムのタン
パク質を摂る必要があ
る。このまま世界人口
が増え続けると、2050
年ごろにはタンパク質
の需要と供給のバラン

スが崩れる「タンパク質クライシス」
現象が起きると、欧米を中心に議論
が沸騰している。

現代の食生活におけるタンパク質
摂取は、食肉への依存度が高く、今
後新興国の GDPが拡大して食生活
が向上すると、さらに肉消費量が増
えることになる。

しかし、肉消費量の増大には限界
がある。その最も重大な要因のひと
つが飼料となる穀物生産の問題だ。
一般的な畜産では、1キログラムの
食肉を生産するために牛肉で11キロ
グラム、豚肉で 7キログラム、鶏肉で
4キログラムの穀物が必要とされる。
ところが、穀物を生産する耕地面積
や単位あたり収穫量は、近年ほとん
ど伸びていない。その原因は、農地
の土壌流出や養分不足等の「土壌劣
化」と、気候変動の影響で気象条件
が変化して生産量を確保できなく
なっていること等にあり、今後も生
産量の飛躍的な増加は見込めない。

このままの状態が続くと、いずれ
人間と家畜が穀物を奪い合うことに
なりかねない。すでに、世界の穀物
生産量の3割は飼料用に回されてお
り、農地の7割は放牧や飼料用穀物
の生産に使われている。穀物が飼料
に回れば、途上国では飢餓が増える
可能性が高い。それに加えて穀物
生産には膨大な水が必要となること
も大きな問題だ。一般に牛肉1キログ
ラムの生産には 20.7トンの水が必要
となるため、結果的に畜産を増やす
ことは水資源の減少にもつながって
しまう※ 2。

肉食の拡大により、気候変動への
悪影響も懸念される。なぜなら、牛
のげっぷやおなら等に含まれるメタ
ンガスは CO2以上の温室効果があ
り、畜産規模の拡大は温室効果ガ
ス排出量を増やしてしまうのだ※3。

こうした理由から肉を使わない植
物性の代替肉は、タンパク質クライ
シスや気候変動の緩和策としても期
待が寄せられている。

世界に先駆けて大豆ミートを開発

日本でも近年、健康志向の高まり
から代替肉が注目され、多くの企業
が市場に参入している。その中でも、
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大豆の生産時の水消費量

牛肉の 約8分の1

2.5t/kg

大豆

3.2t/kg

卵

4.5t/kg

鶏肉

5.9t/kg

豚肉

20.7t/kg

牛肉

出典：東京大学
　　　生産技術研究所
　　　沖研究室

タンパク質を多く含む食品の生産に伴う水消費量



老舗といえるのが 1950年創業の不
二製油株式会社である。不二製油
は、創業以来、植物性油脂や大豆
を原料とした食品素材の開発・生産・
販売を行い、機能性を持った製品を
グローバルに展開。現在では世界
15ヵ国 36社から成る企業グループ
へと発展。特に、業務用チョコレー
トでは世界第 3位のシェアを誇り、海
外売上高比率約 50%以上のグロー
バルカンパニーである。

代替肉の研究開発においても世
界的なパイオニアといえる存在だ。
その取組は、半世紀以上前の1957
年に遡る。脱脂後の大豆にタンパク
質が豊富に含まれていることに着目
した創業者が「いつか必ず植物性
タンパクが必要とされ、社会に役立
つ時がくる」と開発を命じ、これを
受けてひき肉タイプの製品を販売し
たことが代替肉（大豆ミート）事業の
きっかけだった。

なお、不二製油では代替肉ではな
く「大豆ミート」と呼んでいるため、
この項ではその呼び方をさせていた
だく。

大豆ミートの製造工程では、まず
大豆を粉末状に砕いてから水と一
緒に押出成形機「エクストルーダー」
に入れ、高温・高圧をかけて押し出
して乾燥させて「粒状大豆タンパク」
をつくる。この大豆タンパクは、加

工の仕方によって形状や食感のバラ
エティを増やし、多様なニーズに応え
ることができる。

では、大豆タンパクをベースに、ど
うやって肉の食感や風味を加えてい
くのだろうか。不二製油 開発部門 
たん白素材開発室 グループリー
ダーの中野康行氏に伺った。
「本物の肉は脂や赤身、筋等が組

み合わさっているため、食感が均一
ではなく、硬いところ、柔らかいとこ
ろ、いろいろな食感があり、それが
肉の味を形成しています。また、豚
肉や牛肉等の肉の種類、部位によっ
ても食感は異なります。こうした肉の
味を再現するために、我々は硬さや
色、大きさ、食感、風味が異なる60
種類もの大豆ミートの素材を開発し
ました。この素材を組み合わせるこ
とによって、お取引先である食品メー
カーさまの要望に応じてハンバーグ
やカツ、チキンナゲット等、さまざま
な肉の味を再現しています」。

開発における最大の難関は「大豆
くささ」が抜けないことだった。ひき
肉の一部に混ぜてしまえば多少ごま
かせるが、口の中に残る「大豆くさ
さ」は消せなかった。これをいかに
して除去するかが研究開発の最重
要テーマだった。

試行錯誤の末、2000年ごろにエク
ストルーダーの加工を工夫すること

で大豆の風味を出にくくする方法を
確立。完全除去とはいえないが、調
味すればおいしく食べられるレベル
まで改善に成功した。これにより、
従来は業務用の餃子やシューマイの
ひき肉に混ぜるしか使い道のなかっ
た大豆ミートが、ハンバーグやソー
セージ、カツ等主役の食材として使
われるようになったのである。
「大豆ミートを開発した当初は、10

社に声をかけても、反応があるのは
1社あるかないか。しばらくは鳴かず
飛ばずの状況が続きましたが、味が
改善されたことと、世の中に健康志
向が広まったことで、近年は需要が
右肩上がりに伸びています」と、不
二製油 開発部門 企画室長 兼 不
二サイエンスイノベーションセンター
副センター長の伊吹昌久氏は、市場
の変化について説明する。

しかし、不二製油は、必ずしも「本
物と見分けのつかない肉」の開発を
目指しているわけではないと伊吹氏
は主張する。
「牛肉は牛肉、豚肉は豚肉のおい

しさがあるように、大豆ミートには
大 豆ミートのおいしさがあります。
我々は、そこを追求していきたいと
考えています。実際、お客さまから
は『肉よりあっさりしておいしい』と
の評価もいただいています。大豆
ミートには、肉より低カロリーで高タ
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不二製油の研究開発施設「不二サイエンスイノベーションセンター」  不二製油が開発したサイズや形状が異なる多様な大豆ミートの素材例



ンパク、イソフラボンや食物繊維等
の栄養も含まれる付加価値の高い
食品なので、新カテゴリーとして定
着する可能性もあると思います。も
ちろん、弊社では肉の食感や味を再
現する研究開発は今後も続け、現在
は困難とされているステーキ肉の開
発にもチャレンジしています。です
が、個人的には肉の代替にこだわる
より、おいしくヘルシーな食品を開
発し、環境や食糧課題の解決にもつ
なげられればよいという思いもあり
ます」。

近年、急速に需要が拡大している
大豆ミートは、すでにフル操業しても
供給が追い付かなくなっており、不
二製油は24億円を投じて、2020年 4
月の操業を目指し、急ピッチで新工
場建設を進めている。

本物の肉を超えるゼロミートに挑戦

大 食品株式会社も、肉を一切使
わない大豆由来の代替肉食品「ゼロ
ミート」シリーズを2018年11月に発
売した。現在のラインアップは、「ゼ
ロミート デミグラスタイプハンバーグ
／チーズインデミグラスタイプハン
バーグ」（140グラム）と、2019年 6月

に発売の「ゼロミート ソーセージタ
イプ」（6本入り）だ。東名阪の大手
スーパーマーケット、コンビニエンス
ストアを中心にチルド（冷蔵）コー
ナーで販売されている。

大 食品が独自に行った消費者
3,000人へのアンケートによると、全
体の約15％が「肉は食べたいが、健
康のために我慢している」と回答し、
そのうち約 7割が「代替肉商品を食
べてみたい」と回答したことから、同
社では日本でも代替肉商品は十分
受け入れられると判断し、新ブラン
ドを立ち上げたのだと、大 食品 
新規事業企画部 部長の嶋裕之氏
は説明する。

大 食品は歴史的にさまざまな大
豆を使った商品を開発してきた。
「実は、ゼロミート以前にも大豆を

使った代替肉商品を販売していまし
たが、今回の商品はまったく別物で
す。当時のモノと比較すれば、ゼロ
ミートは飛躍的な進歩を遂げていま
す。旧商品との最大の違いは、開発
過程で本物の肉を徹底的に研究し
たことです。電子顕微鏡でハンバー
グの粒の大きさや配列等を分析し、
肉を噛みつぶすときの食感や香り等
に工夫を凝らし、肉のおいしさを再
現しました」（嶋氏）。

商品パッケージには「肉じゃない
のに、そこそこ美味い！」とキャッチ
コピーを記載し、肉不使用のハン
バーグであることを強調。商品写真
も、香ばしい焦げ目や照りのある肉
汁、とろけるチーズ等、シズル感の
強いビジュアルを採用し、そのおい
しさを訴求している。

ゼロミート ハンバーグは、デミグ
ラスソースにも動物性タンパク質を
一切使わずトマトペーストや赤ワイ
ン等を使用しており、チーズにも乳製
品ではなく豆乳クリームが使われて
いるので、ベジタリアンにも受け入れ
られる商品となっている。ソーセージ
は、燻製の香りをつけることで本物
の風味を再現している。

肉を使ったハンバーグと比較する
と、カロリーで約 2割、脂質で約5割
を削減。ゼロミート ソーセージもカ
ロリーで3割、脂質で 5割も削減しな
がらタンパク質は約 2倍という健康
志向の商品になっている。

電子レンジで温めれば、すぐ食べ
られる手軽さもポイントだ。大 食
品は今後、菜食を基本としながら肉
や魚も臨機応変に取り入れる「フレ
キシタリアン」（柔軟な菜食主義）を
ターゲットに、ゼロミートシリーズの
ラインアップを拡充していく方針を
打ち出している。

世界的に広がる
ミートフリーのムーブメント

代替肉への注目は、アメリカ、日
本だけではなく、世界全土に広がっ
ている。たとえば、オランダでは、
Enkco社が「Vivera」というブランド
でビタミンB12を含んだ代替肉商品
を販売。カナダでは、2018年11月、
政府が植物性タンパク質分野の研
究に1億 5,300万ドルを投資するとの
発表があった。ブラジルでも2019年
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大 食品の「ゼロミート ハンバーグ」、デミグラスタイプ（左）とチーズインデミグラスタイプ（右）



5月に食肉加工会社 JBSが代替肉ハ
ンバーガーを発表している。

各国の調査会社によると代替肉
（植物性タンパク質）の市場は、今後
世界的に拡大すると予想している。
たとえば、グローバルな調査会社メ
ティキュラスマーケットリサーチ社の
調 査 報 告 書によると、 同市 場 が
2022年までに 1兆 円規 模に達し、
2017年から2022年にかけてCAGR

（年平均成長率）が 6.7％に達すると
予測※4。ラックスリサーチ社の調査
では、2054年に同市場シェアが33％
にまで達すると予測※5。マーケッツ

＆マーケッツ社も、2025年には同市
場が 279億ドル（約3兆円）に達する
と予測している※ 6。

一方、消費者側も代替肉を受け入
れるトレンドが広がっている。有名な
ところではイギリスの歌手ポール・
マッカートニー氏が始めた月曜日に
肉を食べない運動「ミートフリーマン
デー」だ。この運動は大きな反響を
呼び、これを取り入れた米ニュー
ヨーク市が全学校（生徒 110万人）で

「ミートレスマンデー」を始める等、世
界的なムーブメントとして定着し始
めている。宗教上の理由から食肉習

慣のない人たちにも代替肉が広がっ
ていく可能性は高い。また、一部の
ビーガンやベジタリアンだけでなく、
地球にやさしい食べ物を選ぼうとす
る意識から肉食を減らす「フレキシ
タリアン」や、「ギルトフリー」という
罪悪感なしに食品を楽しむトレンド
も広がっている。ギルトフリーは、
ローカロリーのスイーツを食べると
きに使われることが多いが、これか
らは肉を食べたいときのギルトフ
リー食材として代替肉が使われる
シーンも増えていくことだろう。

人口爆発による食糧問題から環
境問題、健康志向の高まり等、さま
ざまな観点から代替肉市場への注目
度は高まっており、アメリカ、日本の
みならず全世界的なムーブメントに発
展していくことは間違いないだろう。

取材協力  （本記事 登場順）
●不二製油株式会社
●大 食品株式会社

タンパク質クライシスおよび環境問題に対するもうひとつの
解決策として、近年注目を集めているのが動物の細胞を培養し
てつくる「培養肉」だ。

培養肉は、2013年にマーストリヒト大学（オランダ）の教授
であるマーク・ポスト医学博士らが牛培養肉のハンバーガーを
発表し、話題となった。無菌状態で培養するため、病原性大腸
菌等有害菌による汚染リスクが少なく、畜産のように土地や
水、飼料を大量に使う必要がないことから、未来の代用食肉と
して関心が高まっている。

日本でも、2019年3月に日清食品ホールディングス株式会社
と東京大学生産技術研究所の竹内昌治教授の研究グループが、

牛の筋細胞を培養し、長さ1センチメートル、幅 0.8センチメー
トル、高さ0.7センチメートルのサイコロステーキ状の培養肉を
つくることに世界で初めて成功したと発表し、注目が集まった。

今、世界中で培養肉研究が進められているが、その大半はミ
ンチ肉の研究である。これに対し、同研究グループは肉本来の
食感を持つステーキ肉に挑戦するべく、筋組織の立体構造を人
工的に作製する研究に取り組み、1センチメートル角サイズの培
養肉をつくったことは特筆に値する。

国内ではほかにも、2015年創業のベンチャー企業インテグ
リカルチャー株式会社が培養肉の実用化に取り組んでおり、今
後の展開が期待されている。

クリーンで環境負荷も少ない培養肉の開発
～日清食品ホールディングスと東京大学生産技術研究所が共同研究～

出典
※１ 独立行政法人農畜産業振興機構 調査部　月報「畜産

の情報2017年11月号～消費者の求める需要に対して
揺れる米国の畜産業界」

※２ 東京大学生産技術研究所　沖研究室
※３ UNFCCC「Greenhouse Gas Inventory Data 2015」
※４ Plant Based Protein Market–Global Opportunity 

Analysis and Industry Forecast (2017-2022)
※５ WhooPea: Plant Sources Are Changing the Protein 

Landscape
※６ Plant-based Meat Market by Source, Product, Type, 

Process, and Region - Global Forecast to 2025
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特集 タンパク質クライシスと気候変動問題を“おいしく”解消する植物性代替肉

出典：欧州委員会「REPORT FROM THE COMMISSION TO THE COUNCIL AND THE EUROPEAN PARLIAMENT 
"on the development of plant proteins in the European Union"」



水害対策における近年の動向

近年の気候変動によって、「ゲリラ
豪雨」と呼ばれる局所的集中豪雨の
発生規模および頻度が増加傾向にあ
る。さらに、都市部では農地転用によ
る都市域（不浸透域）の拡大、中山
間地域では過疎化・高齢化による農地
の荒廃化に伴って、降雨の河川への流
出が速まっている。治水事業による河
川整備は継続的に行われているもの
の、財政的・物理的な制約のもと、自
然環境・社会環境の変化に追い付け
ず、河川のキャパシティを超える大規
模な水害発生の危険度が高まってい
る。こうした中、我が国の治水事業を
所掌する国土交通省は、2009年に「今
後の治水対策のあり方に関する有識
者会議」を立ち上げ、河川やダム等の
付帯施設のみに頼らない、流域と一体
となった治水安全度向上への政策転
換を進める考えを示した。会議の中間
とりまとめでは、流域内の既存施設を
最大限利用し、河川への負担を軽減
する方策の必要性が謳われている。そ
のひとつとして、水田の持つ一時貯留
機能の増進が挙げられている。

田んぼダムとは

水田は畦で囲まれており、その中に
水を貯めることでイネを栽培する。そ
のため、降雨を面で受け止め、一時
的に水田内に貯留する機能を持つ。
我が国の水田面積は、約 240万ヘク
タール（2018年時点）である。地図上

ではダムは点、河川は線であるが、水
田は面的な広がりを持つため、1枚に
貯められる水量は小さいものの流域
全体で考えればその量は大きい。し
かし、現況の水田の維持保全のみで
は下流の河道のピーク流量を低減さ
せることはない。

田んぼダムは、水田を利用した水害
抑制の取組である。水田の排水口に
流出量を抑制する仕掛けを施し、大雨
時に営農に支障のない範囲でできる
だけ多くの雨水を水田に貯留し、緩や
かに排水するものである。水田が持つ

「水を貯める」能力を強化す
ることで、水田に水害抑制
という新たな機能を持たせ
ることが狙いである。仕組
みは、直径15センチメートル
程度の水田の排水口に直
径5センチメートル程度の孔
の開いた装置を取り付け
て、排水口のサイズを縮小
するといった、いたって単純
なものであり、低コストで導
入も容易である（図表 1）。

田んぼダムの役割は、流
域内の土地からの雨水流
出を分 散させることにあ
る。たとえると、ラッシュア
ワーの電車の混雑を抑える
ための「時差通勤」のような
ものである。通勤時間を分
散させれば、過度な混雑が
緩和されるように、流出が
速い都市域等の雨水をま
ずは河道で流下させる一
方、水田地帯からの流出を
遅らせることによって、一度

に大量の水が河川に集中することを
避けるのである。 

田んぼダムの取組は新潟県村上市
神林地区で 2002年に始まり、2017年
現在、県内の1万 2,000ヘクタールを
超える水田で実施されている。筆者ら
は、これまで田んぼダムの洪水緩和
機能の定量的な評価や装置の開発、
取組普及のための仕組みづくり等に
携わり、水害の低減策としての有効性
を示してきた。こうした科学的知見の
蓄積に基づき、新潟県内のみならず、
全国的に取組が広がりつつある。

〈第54回〉

我が国最大級のグリーンインフラ
「水田」による水害の抑制

近年多発する局所的集中豪雨の影響により、全国各地で物的・人的被害が起
きている。国や自治体による治水施設の増強等の対応策は行われているが、大
規模治水施設のみでの課題解決は財政的・技術的に困難とされている。こう
した中、水田の持つ一時貯留機能を増進することで治水に役立てる「田んぼダ
ム 」が注目されている。新潟大学農学部の吉川夏樹准教授に「 田んぼダム 」に
ついて解説していただく。
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吉川 夏樹
新潟大学農学部准教授。専門分野である農業水利学、水
理学、農地と農業用水に関する研究を多岐にわたって
行っている。近年の研究テーマは、田んぼダムに関する研
究のほか、福島県の農業用水における放射性セシウムの
動態、農薬の流域内における動態、地域排水の見える化モ
デルの開発等。

図表1　田んぼダムの流出量抑制の仕組み



田んぼダムの効果

「平成 23年7月新潟・福島豪雨」で
は、被害の集中した中越地方および
下越地方南部の長岡市深才地区、見
附市貝喰川地区、新潟市白根郷地区
の3地区で田んぼダムが実施されてい
た。筆者らの現地踏査およびシミュ
レーションの結果、田んぼダム実施に
よる浸水面積の減少率は、深才地区、
貝喰川地区、白根郷地区でそれぞれ、
約 30％、約15％、約 23％であった。
浸水被害を完全に防ぐことはできな
いが、軽減できることが示された（図
表 2）。

田んぼダムの水害抑制効果と降雨
確率から白根郷地区を対象に田んぼ
ダムが持つ経済的価値の期待額を試
算した結果、3.2億円/年となった。こ
れを田んぼダム事業区域内の水田面
積 2,900ヘクタールで割ると、11,200
円 /10アール/年である。水田の本来
機能である稲作によって得られる所
得が 20,000円/10アール/年程度と考

えると、この事例の場合、田んぼダム
を実施することで、新たに農家所得の
半分以上の副次的価値を水田がつく
り出したことになる。

一方、取組実施のための固定費用
は、すでに存在する水田を利用するた
め、排水を抑制する装置の作製費の
みである。発祥地である神林地区の
場合、コンクリート打設用の板を30セ
ンチメートル四方に切断し中央に孔を
設けたものを使用しているが、おおよ
そ300円 /枚程度、筆者らが 2013年
に開発し、見附市で採用されている円
筒形の装置でも3,000円 /個である。
50アールに 2ヵ所の排水口があるた
め、作製・設置にかかる費用は、前
者が 120円 /10アール、後者が 1,200
円/10アールとなる。 

普及における課題と展望

こうしてみると、田んぼダムは低コス
トで大きな効果を生み出す万能な技
術のように思える。しかし、実効性の

ある取組の導入および継続はそれほ
ど容易ではない。田んぼダムが従来
の治水対策と大きく異なるのは、施設
の整備（装置の設置）がゴールではな
いことである。すなわち、効果の規模
は、取組農家の適切な維持管理に依
存しており、農家の協力なしには成立
しないため、いかに意欲を長期間にわ
たって維持できるかが鍵となる。これ
まで、田んぼダムの機能発現のための
機会および費用・労力を負担していた
のは、取組を実施する農家、土地改
良区あるいは地方自治体であった。
そのため、取組導入後数年間は、新
しいものへの関心から積極的な参画
があるものの、こうした関心は長く続
かないものである。そもそも、田んぼ
ダムの最大の受益者は、取組農家で
はなく下流側の住民であることを考
えると、農家のボランティア精神のみ
に頼ることはできない。

こうした中、2014年 6月に「農業の
有する多面的機能の発揮の促進に関
する法律」が成立し、多面的機能支
払交付金が創設された。現在、多く
の地区がこの制度を利用して田んぼ
ダムを実施している。とりわけ、「平成
16年7月新潟・福島豪雨」で大きな被
害があった見附市では、多面的機能
支払交付金を効果的に活用しつつ、
市が地元土地改良区と連携し、独自
の施策スキームを構築して、積極的に
田んぼダムの装置設置から維持・管理
に関与している。その結果、取組開
始から8年経過した現在も、実施率
95%以上を維持し続けている。持続
性のある取組とするには、見附市の事
例に見られるような導入後の維持管
理体制の確立が求められている。

おわりに

自然環境および社会環境の変化に
よって、我が国は水害に対する脆弱
性が増している。一方で、財政的な
制約から河川整備のみによる抜本的
対応は難しい状況にある。必要な河
川整備を進めつつも、流域内の既存
施設を最大限利用することが、今後
の治水対策では不可欠である。こう
した意味で水田の利用、すなわち田
んぼダムの取組拡大は我が国最大級
グリーンインフラの活用を意味すると
私は考える。
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図表2　田んぼダムの効果

「平成23年7月新潟・福島豪雨」を対象とした浸水範囲および浸水深のシミュレーション結果。当時の実際の田ん
ぼダム実施状況を踏まえた結果（上）と田んぼダムがなかった場合の結果（下）。



貴社の事業概要をご紹介いただけますか。
我々は、首都大学東京の金村聖志教授の研究成果「3DOM

セパレータ」技術を中心に、来るべきIoT社会に欠かせない
高エネルギー密度かつ信頼性の高いリチウム金属負極二次
電池や固体電池といった次世代電池を実用化し、エネルギー
問題や環境問題へのサステナブルなソリューションを提供す
ることをミッションとしています。

日本はモノづくり大国といわれますが、「よいものをつくれ
ば売れる」という神話は終焉を迎えたと、私は考えています。
よいものをつくるのは当たり前で、そのコアな技術を使った
ビジネスモデルまで構築しなければ、これからの時代は勝ち
残れません。我々の次世代電池はIoT時代のコアになる技術
であり、これをベースにした新たな「エネルギー・プラット
フォーム」を構築することで事業を成長させ、社会の持続可
能な発展に貢献したいと考えています。

3DOMセパレータのメカニズムを紹介してもらえますか。
まずリチウムイオン二次電池の構造を理解していただく必

要があります。一般的な二次電池は、正極板と負極板、セパ
レータ、そして電解液で構成されています。正極と負極の間に
あるセパレータは正極と負極が直接触れないように絶縁体の
役割を果たすと同時に、複数の孔が開いていて、そこをリチウ
ムイオンが通り抜けて行き来することで充放電が行われます。

今、世界規模で電気自動車やスマートフォン、ドローン、ロ
ボット等が普及するのに伴い、よりエネルギー密度の高い、
また信頼性の高いバッテリーが求められています。その中で
も特に注目されているのがリチウム金属負極二次電池です。
負極にリチウム金属を使うこの電池はエネルギー密度を飛
躍的に高められることから世界中で研究開発が進められて
いますが、いまだ実用化されていません。その最大の理由が

「デンドライト」という、電池内部の負極上に生成されるリチ
ウム金属の結晶が析出する現象です。リチウム金属負極二次
電池は充放電を繰り返すと、負極から発生したデンドライト
がセパレータを貫通し正極側へ到達することで短絡（ショー
ト）してしまい、発火や爆発の原因となります。世界中の研
究者がチャレンジしても、この問題に対する決定的な解決策
は見いだせていません。
「3DOMセパレータ」はリチウム金属負極二次電池のデンド

ライト問題を解決する有効な手段として特に注目されていま
す。最大の特徴は、微細な孔が規則的に並ぶ構造です。従来
のセパレータは孔が不揃いなため、反応に偏りが生じやすく、

これがデンドライトの生成・伸長の主な原因となっていました。
これに対し「3DOMセパレータ」は、孔が均一で反応に偏

りが生じないためデンドライトが発生しにくいことが特徴で
す。また、複数の孔が重なり合う六方最密構造のため、仮に
デンドライトが発生しても途中で壁にぶつかり、その伸長を
防ぐことができます。このように2段階でデンドライトの課
題を解決し、ようやくリチウム金属負極二次電池の実現にめ
どがつきました。

このように「3DOMセパレータ」に優れた機能があること
はわかっていましたが、構造が複雑なため大量生産が困難で
した。しかし、我々はこれまで試行錯誤を繰り返し、ついに
この課題を克服し、量産化への道筋を拓きました。これによ
り、いよいよ次世代電池が現実のものとなりつつあります。

3DOMセパレータを用いたリチウム金属負極二次電池が
実現すると、どのような未来が訪れるのでしょうか。

よく例に挙げるのはスマートフォンの充電です。これまで
容量を増やすには大きな電池を使うしかなく、サイズや重さ
がネックでしたが、リチウム金属負極二次電池が実用化され
れば、サイズや重さを変えずにスマートフォンの充電は2、3
日に1回で済むようになるでしょう。また、バッテリーの重量
と容量の問題で航続距離を伸ばせなかったドローンは、リチ
ウム金属負極二次電池で長距離飛行が可能になり、物流等
で活用される等、利用の幅が広がるようになるでしょう。

ほかにも、電気自動車の航続距離も飛躍的に伸びますし、
環境規制強化により今後必須となる船舶電動化にも貢献す
る等、各分野でブレークスルーとなる可能性が期待されてい
ます。

革新的なバッテリー技術とビジネスモデルで
IoT時代の社会インフラを支える
株式会社スリーダム
革新的なセパレータ（絶縁体）技術を核とした次世代電池の開発で、世界の注目を浴びる株式会社スリーダム。実用
化が困難とされていた高エネルギー密度かつ信頼性の高いリチウム金属負極二次電池や固体電池の実現に寄与す
る同社の技術とビジネスモデルについて、代表取締役社長の松村正大氏にお話を伺いました。

12 SAFE vol.129 October.2019

空孔反応
範囲

反応
範囲

正極 負極 正極 負極

汎用セパレータ 3DOMセパレータ
反応に偏りがある 反応が均一

空孔

セパレータ

エネルギー密度比較的
低い 高い

寿命比較的
短い 長い

信頼性発火の
おそれ 高い

空孔

セパレータ

※特許取得技術

汎用セパレータと3DOMセパレータの比較



EVやIoT、ロボットが一般化すると、バッテリーは社会の中
核を担う存在になりますね。

現在は、電気を送電線で送ることで社会生活や経済活動
が成り立っていますが、実は送電線は維持コストが大きく、人
口減少が進むと維持管理が困難になると指摘されています。
これを避けるには、オフグリッド化が必然であり、それを技
術面で支えるのがバッテリーです。業界では、バッテリーの
充放電コストが送電の託送料金を下回る「バッテリー・シン
ギュラリティ」が、近い将来やってくると予想されています。

その時代になると、バッテリーは我々の生活に欠かせない
社会インフラとなるでしょう。そのときバッテリーはユーザー
が購入・所有するものではなく、共有するものになります。
我々はその未来を予見し、バッテリーを社会インフラとして
提供し、使用に応じた課金で利用できる「エネルギー・プラッ
トフォーム」を展開することを目指しています。

2018年12月に株式会社ヤマダ電機さまと立ち上げた合
弁会社はこうした取組のひとつで、電気自動車やバッテリー
をリースで提供し、エネルギーの使用に応じて課金するビジ
ネスモデルの構築を目指しています。

バッテリーの使用量に応じて料金を支払うとは、ユニーク
なビジネスモデルですね。

バッテリーを社会インフラ化するには、従来型の大量生産
大量消費モデルからの脱却が必要です。そのためにはバッテ
リーの寿命をいかに延ばすかが課題となります。バッテリー
を長寿命化するには、技術面と使用面、両面のアプローチが
必要です。技術面では、デンドライトを抑制する「3DOMセ
パレータ」も長寿命化に貢献するひとつの技術といえます。
使用面のアプローチは、たとえば、同じ電気自動車でも、急
速充電の回数が多いとバッテリー寿命が短くなってしまうの
で、いかにしてバッテリーフレンドリーな使い方をしてもらう
かが重要です。弊社では、バッテリーの寿命を延ばすべく、
バッテリーにやさしい使い方をする方向にユーザーを促す、
画期的なビジネスモデルを構築したいと考えています。

劣化後のバッテリーはどうなるのでしょうか。
電気自動車のバッテリーは非常にセンシティブで、たとえ

ば 20％程度劣化しただけで交換しなければなりません。で

すが、電気自動車で使えなくなっても、ほかの用途でリ
ユースすることができます。我々は、バッテリーはリー
スで提供するので、一定程度劣化したらこれを回収し
て、定置型蓄電池（ESS）として二次利用することを計
画しています。住宅等に設置される定置型蓄電池は、
20％程度の劣化ならば問題なく利用できます。さらに、
定置型蓄電池としての寿命を終えたら、もう一度、回収
して資源リサイクルすることを計画しています。

アメリカで合弁会社を設立された目的を教えていた
だけますか。

アメリカやヨーロッパでは、CO2をはじめNOx（窒素
酸化物）やSOx（硫黄酸化物）といった環境影響物質に
対する海上規制が強化されているので、ハイブリッド船

や電動船に対する関心・ニーズが高く、早期に開発したいと
いう要望があります。そこで、我々は北米トップレベルの電動
船 舶 設 計・エンジ ニアリング 技 術を 誇る米 Ockerman 
Automation Consultingと組み、2018年 4月に「LAVLE 
USA, Inc.」を設立しました。同社では、現在Ockermanの
設計・エンジニアリング技術と我々のバッテリー技術を組み
合わせ、船舶のハイブリッド化や電動化に取り組んでおり、将
来的には船舶の自動操舵技術も確立したいと考えています。

 
次世代電池が実現するとSDGsの達成にも貢献しそうで
すね。

途上国には、まだ電力関連インフラが整備されておらず不
便を強いられている地域が数多くあり、その地域を電化して
豊かにすることは、SDGsのゴールに貢献するテーマといえ
ます。途上国の電化は、従来型の大規模な発電所や送電線
を建設するより、再生可能エネルギーとバッテリーを必要な
エリアに設置する方が、低コストかつ早期に電化できる現実
的な手段といえます。石油の輸入は負担が大きく運用も大変
ですが、再生エネルギーなら原料費はほぼゼロですから、国
家や地域社会の持続的発展にも効果的です。

これからは自分たちの利益のみ
を追求する時代ではなく、社会に
どう貢献するのかがビジネスモデ
ルのコアになっていくと考えてい
ます。再生可能エネルギーと高エ
ネルギー密度電池を使って電動
モビリティを実現し、IoTで社会の
スマート化を加速し、化石燃料に
依存しない社会を構築する。それ
が我々の目指すビジョンです。
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会社概要

社 　 名 株式会社スリーダム
所 在 地 神奈川県横浜市神奈川区守屋町3-9 C号4階
資 本 金 42億4,000万円（資本準備金を含む）
事業内容 3DOMセパレータを用いた次世代電池の研究開発
T E L 045-548-5708
U R L https://www.3dom.co.jp/

※ビジネスモデル特許申請中

代表取締役社長
松村 正大氏

バッテリーのリース、エネルギー・プラットフォーム事業

バッテリーの二次利用、リサイクルと循環型社会の構築

一次利用

モビリティ向け、
家電向け、 ESS向け

等のバッテリー

回収

リースモデルにより
容易に回収

二次利用

ESS向け等の
バッテリー

リサイクル

リチウム、ニッケル、
コバルト等の再利用

陸(EV、定置型蓄電池等)

各分野での事業展開

海(船舶電動化・自動化等) 空(ドローン、航空機等)



気温上昇の熱ストレスで8,000万人分の労働生産性が低下

国際労働機関、2030年までに労働者8,000万人分の生産性が低下すると予測。
国際労働機関（ILO）は、2019年に発表

した報告書「温暖化する地球で働く：労
働生産性とディーセント・ワーク（働きが
いのある人間らしい仕事）に対する熱ス
トレスの影響（Working on a warmer 
planet：The impact of heat stress on 
labour productivity and decent work）」
の中で、今世紀末までに世界の気温が
1.5 ℃上 昇するシ ナリオに 基 づくと、
2030年には高温の影響で全世界のフル
タイム労働者の総労働時間の2.2％（ 約
8,000万人）が損なわれ、経済損失額は
約2兆4,000億米ドルに相当すると指摘
している。

熱ストレスとは、暑熱を受けたことによ
り、めまいやふらつき、脱水症状等の生理
学的な障害をもたらす状態を指し、一般
に多湿時で35℃を超えると熱ストレスを
受ける可能性が高くなる。労働時の過度
な暑熱は安全衛生上のリスクとなり、労
働者の身体機能や身体能力、労働能力に

影響を与えて生産性を低下させ、命に関
わる熱中症を引き起こす可能性も指摘さ
れている。

産業別にみれば、2030年までに熱スト
レスによって生じる労働時間喪失の約6
割は農業、約2割は建設業で発生すると
されている。農業には、世界全体で約9億
4,000万人が従事しているため、その影響
を受ける人数は膨大となる。このほかにリ
スクが高いとみられる産業として、廃棄物
回収、補修工事、運輸、旅行・観光業、ス
ポーツ等が挙げられている。

地域別にみれば、労働時間喪失が最
も大きい地域は、アジア南部とアフリカ
西部であり、それぞれ2030年までに5％
近い労働時間が失われると予想されて
いる。一方、日本は農業人口が少ないこ
ともあり、2030年までに失われる労働時
間は12万6,000万人分に相当すると予想
されている。

対応策としては、適切なインフラ整備

や、暑熱事象に対応した早期警報システ
ムの改善、熱ストレスから労働者を保護
する政策の設計・財源確保・実行に向け
た努力の強化等が求められている。

報告書の中心的な著者のひとりである
カトリーヌ・サゲILO調査研究局 勤労所
得・公平ユニット長は、「熱ストレスによ
る膨大な経済的損失、低所得国と高所
得国間の不平等の拡大、最も脆弱な人々
の労働条件の悪化、移動を強いられる
人 」々が出てくる可能性を指摘し、「 この
新しい現実に適応するには、最も脆弱な
人々の保護に焦点を当てた政府、使用
者、労働者による適切な措置が緊急に求
められています」と説いている。

日本でも2019年5月に北海道網走地方
の佐呂間町で39.5℃、8月にも新潟県上越
市で40.3℃を記録する等、熱ストレスが危
惧される最高気温が観測されており、今
後は夏季における労働生産性低下に対
する対策がますます必要となるだろう。

成長戦略等の政府方針に「BI-Tech（バイテック）」を位置付け

ナッジやブースト等の行動インサイトとAI/IoTを組み合わせたBI-Techに注目が集まる。
ナッジ（nudge）には、直訳すると「ひじ

で軽く突く」という意味がある。この言葉
は、2017年にノーベル経済学賞を受賞し
た行動経済学者のリチャード・セイラー
教授が提唱したもので、科学的分析に基
づいて人間の行動を変えることを促す行
為（ 行動インサイト）と定義されている。
言い換えるならば、強制によってではな
く、人々が自発的に望ましい行動を選択
するよう促す仕掛けや手法ともいえる。行
動インサイトを表す言葉には、ほかにブー
スト（boost）という言葉があり、ナッジの

「そっと後押しする」よりも少し強い「ぐっ
と後押しする」という意味で使われる。

ナッジやブースト等の行動インサイト
は幅広い社会課題の解消に有効とされ
ており、環境分野もその1分野とされてい
る。海外では「あなたの家庭は、近隣の
家庭より電力消費量が多い」というメッ
セージを受け取った家庭は電力消費量

が減少するとの報告もあり、米国エネル
ギー省等は、このナッジを使って消費者
に再生可能エネルギー由来の電気を選択
させるよう促す施策を検討している。

日本でもナッジを社会実装するべく
2017年4月に環境省がイニシアチブを取
り、関係府省庁や地方公共団体、産業
界、有識者等から成る産学政官民連携
の「 日本版ナッジ・ユニット（BEST：
Behavioral Sciences Team）」が立ち上
がった。

BESTは、行動インサイトをAI/IoT等
の先 端的な技 術と組み合わせること

（Behavioral Insights × Technology）
が重要であるとし、これを「BI-Tech（バ
イテック）」と名付けて普及する取組を進
めてきた。

これまでに行われた実証事業には、自
動車の運転手に急加速や燃料の消費を
教えることでエコな運転を促すスマート

フォンアプリや、ガスの使用量を知らせる
際にスマートフォンアプリで省エネのアド
バイスをする取組等の事例がある。

BI-Techを活用した取組を含む環境省
ナッジ事業は、これまで政府のAI関連予
算事業に位置付けられていたが、2019年
6月に閣議決定された今後の成長戦略を
記載した各種の関連文書にもBI-Techの
活用が盛り込まれ、国を挙げて取組を推
進する方針が示された。

今後は、BI-Techを用いて環境問題や
社会課題を解決する行動変容を促す実
証事業の公募や、ベストナッジ賞コンテス
ト、行動インサイト・アイデアソン等のイベ
ントを通じて効果的な事例の収集および
認定等を実施していくとしている。

環境分野のみならず多様な分野での
応用が可能なBI-Techは、行政だけでは
なく民間分野でも拡大が予想されてお
り、今後の取組が注目されている。
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100年以上の伝統を持つ静岡県立掛川西高等学校。自然科学部には3学年合
わせて33人の生徒が在籍。生物が水中に残したDNAを検出する調査を行った
り、DNAによる植物の系統解析に取り組んだり、部員たちは好きな研究テーマ
を深く掘り下げ、自由に研究に取り組んでいます。

魚を捕獲することなく、川や海の水に残された痕跡から生息
域を調べる――。近年、生息調査の新たな手法として、水中
に存在する「環境DNA」の研究が進められています。もし
かしたら空気中からも生物のDNAが採取できるかもしれな
い。2018年1月、当時高校1年生だった岡本優真さんは、鳥
が羽ばたくときに飛散するわずかな皮脂に着目し、研究を始
めました。先行研究が見つからなかったため、試行錯誤を重
ね、身近な材料や3Dプリンターでつくった部品を使って、空
気中を漂う環境DNAを採取する装置を発明しました。

2018年夏、静岡県内の山林に自作の装置を置いて、検
証実験を始めました。新たに研究に加わった塚本颯さ
んが、回収した試料の解析を担当し、DNAの抽出・増
幅に挑戦。苦労の末、フクロウをはじめ、アオバズクや
ムクドリの環境DNAの検出に成功しました。独創的
な研究は、国内の研究コンテストで最高位に輝き、アメ
リカで開かれた「インテル国際学生科学技術フェア
（Intel ISEF）」では日本人初の特別賞・アリゾナ大学賞
と動物科学部門2位を同時受賞。鳥類の調査だけでな
く、空気中のインフルエンザウイルスを検出して流行予
測を行う等、幅広い活用が期待されています。

■鳥が残した痕跡を空気中から見つけ出す

■生息調査からインフルエンザ流行予測まで

静岡県立掛川西高等学校 自然科学部の紹介

ココがスゴイ！

空気中を漂うDNAで鳥類の生息域を調査

VOL

9

●空気中の環境DNAを採取する手法を独自に考案

●特殊な実験装置を使って回収した試料からDNAを抽出し増幅

●国内外の研究コンテストで独創性が評価され、数々の賞を受賞

ユニークな研究テーマ

●水中の環境DNAによるコイ科のヤリタナゴの生息調査

●DNA分析を用いた日本茶と台湾茶の系統解析

●ゲンジボタルやトンボのDNA分析に関する研究　　　　等

80ヵ国・地域から学生が
集まったIntel ISEFに参加

自作した実験装置

野外で採取した環境DNAを
部室で分析

3年生　岡本 優真さん

「大学や企業では、ある程度の見通しがないと
研究を始めることすらできない。自由に研究
できるのは今だけ」という顧問の先生の言葉
が研究の後押しになりました。前例のない研
究は大変でしたが、調査で採取した試料からフ
クロウのDNAが初めて検出されたときは本当
にうれしかったです。

3年生　塚本 颯さん

検証実験では、延べ20回以上にわたって装置
を設置し、800以上の試料を採取しました。
分析の途中で別のDNAが混入してしまうと、
誤った結果が出てしまうので、装置を扱う際は
特に注意を払いました。これまでの研究成果
を学術論文としてまとめ、残したいと考えてい
ます。

静岡県立掛川西高等学校
自然科学部
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エイミー・ビターリ　著

産業編集センター

2,500円（税抜）

Panda Love
～知られざるパンダの世界～

中国のジャイアントパンダ保護区。
野生化訓練の取組に写真家が丹念
な取材で迫った。

街路樹が
都市をつくる

東京五輪
マラソンコースを歩いて

藤井 英二郎　著

岩波書店

1,700円（税抜）

環境を考える本

新 刊 紹 介

創造社会の都市と農村
SDGsへの文化政策

年夏、開催される東京オリンピック・パラリンピックでは、
暑さ対策が課題とされているが、長く造園樹木の研究をし

てきた著者は、直射日光を遮ることが最も有効であり、街路樹
が果たす役割は大きいと指摘する。
近年、都心では道路管理予算の削減により、ぶつ切り剪定さ
れた街路樹が増えている。こうした剪定はヒートアイランド現象
が激化する都市環境では木陰を減らしてしまい不向きなため、
戦前の東京等で行われていたように、可能な限り大きく枝を広げ、
自然に育った木の形である「自然樹形仕立て」とすることを著者
は勧めている。
改めて都心の街路樹を意識してみると、確かに、夏に木陰をつく
れていない、さみしい街路樹が立ち並んでいる様子は珍しくない。
著者は、自然が少ない都市環境で「砦」のように頑張っている
街路樹に目を向けることの大切さを訴える。この「砦」が生き生
きといられることは、私たちが生き生きといられることにつな
がっているのだと感じる。
来年の夏、そして、その後の都心の在り方を考える上で、読ん
でおきたい一冊だ。

来私のおすすめ

ドノヴァン・ホーン　著

こぶし書房　

2,800円（税抜）

モービー・ダック

悪天候により貨物船から海に大量
流出したおもちゃのアヒルを追跡し
た、海洋環境を巡る実話。

誰もが創造的に働き、暮らし、活動
できる「創造社会」の都市と農村が
人間の生き方を豊かにする。

佐々木 雅幸　総監修

水曜社

3,000円（税抜）

推薦人 ジュンク堂書店 池袋本店スタッフ　木戸 幸子さん

　村上 芽　著渡辺 珠子　　

日本経済新聞出版社（日経文庫）

900円（税抜）

SDGs入門

株式会社三井住友銀行 経営企画部 サステナビリティ推進室 室長代理　上田 有佳推薦人

年9月に国連総会でSDGs（持続可能な開発目標）
が採択された。これには、2030年までに達成す

べき17の国際目標が定められている。今、ちまたではSDGs
に関するさまざまな取組が政府や自治体、企業、非営利団
体、大学等で展開されており、日々のニュースや新聞記事等
を通じて目にする機会が増えている。また、SDGsに掲げら
れる目標には、大きな市場や雇用を生み出す可能性があると
され、多くの企業が関心を寄せている。このようなSDGsに
関する取組が広がる一方、ビジネスという切り口で「SDGsに
資する取組とは何か」「どのような貢献ができるのか」といっ
た疑問に頭を悩ます人も多いのではないだろうか。
　本著では、そのような疑問に対し17の目標を世界共通の成
長戦略と捉え、数多くのセミナーや講演でSDGsに関わってい
る著者ならではの視点・経験で、ビジネスに関連した豊富な
具体例や社内検討に活用できるフォーマットを紹介している。
　読み手の悩みに応え、ヒントが見つかる一冊として、
「SDGsにビジネスで貢献したい」と検討している経営者、担
当者、そしてSDGsの取組を広く理解したいという人にぜひ
おすすめしたい一冊である。
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エイミー・ビターリ　著

産業編集センター

2,500円（税抜）

Panda Love
～知られざるパンダの世界～

中国のジャイアントパンダ保護区。
野生化訓練の取組に写真家が丹念
な取材で迫った。

街路樹が
都市をつくる

東京五輪
マラソンコースを歩いて

藤井 英二郎　著

岩波書店

1,700円（税抜）

環境を考える本

新 刊 紹 介

創造社会の都市と農村
SDGsへの文化政策

年夏、開催される東京オリンピック・パラリンピックでは、
暑さ対策が課題とされているが、長く造園樹木の研究をし

てきた著者は、直射日光を遮ることが最も有効であり、街路樹
が果たす役割は大きいと指摘する。
近年、都心では道路管理予算の削減により、ぶつ切り剪定さ
れた街路樹が増えている。こうした剪定はヒートアイランド現象
が激化する都市環境では木陰を減らしてしまい不向きなため、
戦前の東京等で行われていたように、可能な限り大きく枝を広げ、
自然に育った木の形である「自然樹形仕立て」とすることを著者
は勧めている。
改めて都心の街路樹を意識してみると、確かに、夏に木陰をつく
れていない、さみしい街路樹が立ち並んでいる様子は珍しくない。
著者は、自然が少ない都市環境で「砦」のように頑張っている
街路樹に目を向けることの大切さを訴える。この「砦」が生き生
きといられることは、私たちが生き生きといられることにつな
がっているのだと感じる。
来年の夏、そして、その後の都心の在り方を考える上で、読ん
でおきたい一冊だ。

来私のおすすめ

ドノヴァン・ホーン　著

こぶし書房　

2,800円（税抜）

モービー・ダック

悪天候により貨物船から海に大量
流出したおもちゃのアヒルを追跡し
た、海洋環境を巡る実話。

誰もが創造的に働き、暮らし、活動
できる「創造社会」の都市と農村が
人間の生き方を豊かにする。

佐々木 雅幸　総監修

水曜社

3,000円（税抜）

推薦人 ジュンク堂書店 池袋本店スタッフ　木戸 幸子さん

　村上 芽　著渡辺 珠子　　

日本経済新聞出版社（日経文庫）

900円（税抜）

SDGs入門

株式会社三井住友銀行 経営企画部 サステナビリティ推進室 室長代理　上田 有佳推薦人

年9月に国連総会でSDGs（持続可能な開発目標）
が採択された。これには、2030年までに達成す

べき17の国際目標が定められている。今、ちまたではSDGs
に関するさまざまな取組が政府や自治体、企業、非営利団
体、大学等で展開されており、日々のニュースや新聞記事等
を通じて目にする機会が増えている。また、SDGsに掲げら
れる目標には、大きな市場や雇用を生み出す可能性があると
され、多くの企業が関心を寄せている。このようなSDGsに
関する取組が広がる一方、ビジネスという切り口で「SDGsに
資する取組とは何か」「どのような貢献ができるのか」といっ
た疑問に頭を悩ます人も多いのではないだろうか。
　本著では、そのような疑問に対し17の目標を世界共通の成
長戦略と捉え、数多くのセミナーや講演でSDGsに関わってい
る著者ならではの視点・経験で、ビジネスに関連した豊富な
具体例や社内検討に活用できるフォーマットを紹介している。
　読み手の悩みに応え、ヒントが見つかる一冊として、
「SDGsにビジネスで貢献したい」と検討している経営者、担
当者、そしてSDGsの取組を広く理解したいという人にぜひ
おすすめしたい一冊である。

2015

vol.129

本誌「SAFE」はホームページ上でもご覧いただけます

https://www.smfg.co.jp/
sustainability/report/magazine/

本誌の送付先やご担当者の変更等がございましたら
Faxにてご連絡をお願いいたします。

発行日
発　行

監　修
企画協力
編　集

印　刷
※名称・肩書等は取材当時のものとなります。
※本誌掲載の記事の無断転載・転売を禁じます。 ※本誌はFSC®認証用紙を使用しています。

編集後記

●子どものころ、ベジタリアンの知人が家に来た時に、トマトのスライスを
マグロのお刺身に見立てて、刺身のツマとともに盛り付けたことを思い出し
ました。 精進料理の見立てと、シズル感のある代替肉は少し違いますが、宗
教、文化、健康、信条、そして地球環境によって、 食べるものは変わることを
感じます。（希）

●SDGs（持続可能な開発目標）について企業、自治体、NPO、メディア、学
生等さまざまな立場の方と話す機会が増えています。「こりゃもう、明治維
新並みの変化を起こすってことなんやね！ やらないは、あり得ないわけや
ね」と言い切られた企業経営者の方の言葉で、私も改めてわくわくしていま
す。（芽）

●今回の特集をきっかけに、先日、ハンバーガーショップで大豆由来の植物
性タンパク質を使用したパティを使ったハンバーガーを初めて食べてみまし
た。まず、いろいろな種類のハンバーガーが通常の肉のパティから変更でき
ることにびっくりし、実際食べてみると、想像以上に肉と近い食感・味でびっ
くりしました。まだ食べたことのない方はぜひ食べてみてほしいです。（真）

2019年10月1日
株式会社三井住友フィナンシャルグループ　企画部
〒100-0005　東京都千代田区丸の内1-1-2
Tel：03-4333-3771　Fax：03-4333-9861
株式会社日本総合研究所　創発戦略センター
株式会社三井住友銀行
凸版印刷株式会社
株式会社広告と写真社
凸版印刷株式会社本誌をお読みになってのご意見、ご感想をお寄せください。

また、環境問題に関するご意見もお待ちしています。

Green Activities
海外から学ぶ
環境経営のヒント
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※1 2019年3月末時点　※2 出所：Toll Holdings公式サイト（https://www.tollgroup.com/about/social-responsibility/planet）より一部抜粋

オーストラリアでは、貨物輸送（陸・海・
空）の40%弱が陸路に依存しています。
道路延長は82万キロメートル以上あり、
陸路の中でもトラック輸送が重要な役割
を担っています。また、同国内の陸路に
おける貨物輸送は、同国政府によれば
2011年から2031年までに約75%増加
すると予測されています。したがって、
陸路におけるCO2をはじめとした温室効
果ガスの環境対策が必要不可欠です。
オーストラリアにおける物流の代表

企業として、Toll Holdings（以下、Toll）
が挙げられます。Tollは、2015年より
日本郵便の傘下となりましたが、2019
年3月期の営業収益が約87億オースト
ラリアドル（約7,000億円※1）とオースト
ラリアを拠点とする大手物流企業であ
り、50ヵ国以上に進出しています。Toll
は、環境への悪影響を削減し、持続可
能な輸送システムに移行していくことが
経営課題であるとし、環境対策に積極
的に取り組み、情報発信を行っています。
たとえば、Tollの業務が環境に与える

影響に対応するために、2020年末まで
に温室効果ガスを20%削減するという目

標を2010年に設定し、“Smarter Green”
というプログラムに取り組んでいます。
具体的には、大きく5つの取組があり

ます※2。
1. Smarter Green Driver

運転手にトレーニングを実施し、運
転能力を向上させることで、理想的な
エンジン回転速度を維持し、アイドリ
ング、ブレーキ、ギアチェンジ等を最
小限にする。これにより温室効果ガス
は10%削減可能。
2.Smarter Facilities
倉庫をはじめとした保有施設にお

いて、LED照明や太陽光発電設備の
設置、雨水の再利用等、環境に配慮
した設計の研究・開発を実施。

3.Smarter Vehicles
Tollが保有する車両の燃費を向上さ

せ、温室効果ガスを削減するための投
資を行う。具体的には、熱効率の高
いエンジンや低摩擦タイヤ、軽量素材
の使用、保守・管理体制の効率化等、
ハード・ソフト両面で取り組む。

4.Smarter Fuels
化石燃料への依存や限りある資源

に対する長期的な需給を考え、自社
の温室効果ガス削減目標を達成する
ために、バイオディーゼルや水素、液
化天然ガス、エタノール、電気等さま
ざまなエネルギーの組み合わせにつ
いて積極的に研究・実験を実施。
5.Smarter Planning
効率的な輸送計画により、温室効
果ガスを削減する余地は十分にある。
最適な部品調達、梱包の工夫による
重量・容量の削減、車両の容量・利用
率の向上、輸送経路の最適化による
移動距離の削減、夜間輸送による渋
滞回避、顧客との協力によるサプライ
チェーン最適化等に取り組んでいる。

1～ 5の取組はTollのサプライチェー
ンすべてに関わるものであり、約4万人
の社員を抱える同社の環境対策の中核
となっています。広大な国土のオースト
ラリアを中心にグローバルに展開してい
る物流企業が、温室効果ガス削減目標
を確実に達成してさらに大胆な変革を
生み出せるのか、今後の同社の取組に
注目したいと考えます。

https://www.tollgroup.com/

Toll Holdings
（オーストラリア）
株式会社日本総合研究所 コンサルタント　石川 智優
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｜特 集｜

タンパク質クライシスと気候変動問題を
“おいしく”解消する植物性代替肉

変化に強いレジリエント・カンパニーは
社会課題の解決を価値創造につなげる。

Ecological Company Special
革新的なバッテリー技術とビジネスモデルで
IoT時代の社会インフラを支える
株式会社スリーダム

エコラボ
空気中を漂うDNAで鳥類の生息域を調査

Green Activities
Toll Holdings

Sustainability Seminar
我が国最大級のグリーンインフラ
「水田」による水害の抑制リーダーシップアカデミー TACL

ピーター D. ピーダーセン氏
代表

写真提供：大　食品株式会社「ゼロミート」


